
最近の畜産をめぐる情勢について

平成１９年１０月

農林水産省生産局畜産部

資料３
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＜とうもろこしのシカゴ相場の推移（期近物）＞

○ 配合飼料価格、とうもろこしのシカゴ相場等の推移

○ １９年１０～１２月期の配合飼料価格（建値）は、前期（７～９月）に比べて、１トン当たり約２９０円の値下げ。

○ とうもろこしの国際価格（シカゴ相場）は、昨年秋以降、バイオエタノール向け需要の増加等から急騰し、一時は４ドル

／ブッシェルを超える水準で推移。最近では、米国でのとうもろこし作付の大幅増加、順調な生育等から、３ドル／ブッ

シェル台半ばで推移。

○ 一方、海上運賃（フレート）は、堅調な船舶需要や原油価格の高騰の影響等により上昇傾向で推移し、直近では９９

ドル／トン程度まで上昇。また、為替相場は、円安傾向で推移していたが、 直近では１１０円／ドル台で推移。

１

＜為替相場の推移＞

注：19年9月中旬の数値は、9月19日までの平均値

90

100

110

120

130

16.1 17.1 18.1 19.1

円/ﾄﾞﾙ

(17.1)
103

(19.9月中旬平均)
115

(19.6)
123

＜海上運賃の推移（ガルフ～日本）＞
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注：19年6月までの数値は実績値、７月以降は推計値

＜配合飼料価格の推移＞



平成19年度第３四

半期における直近

１年間の平均配合

飼料価格

注１ 輸入原料価格が直前１ヵ年の平均と比べ１１５％を超えた場合、超えた額

注２ ・配合飼料価格が直前１ヵ年の平均と比べ上回った場合、上回った額
（ただし、異常補てんが発動した場合は、異常補てん額を控除した額。）

・配合飼料価格が直前四半期の配合飼料価格から補てん金を除いた額（補て
んが無い場合は配合飼料価格）に１０４％を乗じて得た額を超える場合、そ
の超える額

○ 配合飼料価格安定制度と価格差補てんの実施状況

○ 配合飼料価格安定制度は、配合飼料価格の上昇が畜産経営に及ぼす影響を緩和するための措置であり、 ①民間

（生産者と配合飼料メーカー）の積立による「通常補てん」と、②異常な価格高騰時に通常補てんを補完する「異常補

てん」（国と配合飼料メーカーが積立）の二段階の仕組みにより対応。

○ 最近では、「通常補てん」が１８年１０～１２月以降５期連続して発動し、１９年７～９月期、１０～１２月期には農家実

質負担額の上昇を４％に抑える追加的な補てんが発動。 また、「異常補てん」が１９年１～３月期、４～６月期に発動。

注１

注２

１ 制度の目的
配合飼料価格の変動が畜産経営に及ぼす影響を緩和し、畜産経営の安定を図る。

２ 制度の仕組み
異常補てん
積立金1/2

(社)配合飼料供給安定機構国

異常補てん基金
異常補てん
積立金1 2/

異常補てん交付金配合飼料
メーカー

(社)全国配合飼料供給安定基金（全農系）通常補てん
(社)全国畜産配合飼料価格安定基金（専門農協系）積立金
(社)全日本配合飼料価格・畜産安定基金（商系）

通常補てん基金

通常補てん 通常補てん異常補てん
交付金 積立金交付金

飼料販売
畜産農家

３ 発動状況

２
注） 平成１９年７～９月期及び１０～１２月期について、異常補てんが発動される

か否かは、７～９月は１０月下旬、１０～１２月期は１月下旬に決定の見込み。

７月 １０月１９年１月 ４月 １２月７月 １０月

1 600円)

4 640円)

配合飼料価格 （建値）

（約１,800円）

(1,860円)

価格差補てん

通常補てん

直前１年間の

平均価格を

上回る額

7,650円

104％追加
補てん分
約800円

異常補てん

(3,829円)
異常補てん

通常補てん

4 371円)

補てん金額
5,550円

104％追加

補てん分

補てん金額

異常補てん

通常補てん

通常補てん

実質農家負担額

（6,850円）

直前１年間の

平均価格を

上回る額

（約１,750円）

（約１,530円）

（約600円）

（約100円）

値上げ額
（約1,200円）

値上げ額
（約3,230円）

値上げ額
（約5,500円）

値上げ額
（約1,700円）

約1,950円

約3,600円

値下げ額
（約290円）

（約48,350円）

（約53,900円）

直前四半期の農

家負担額の104％

を超える額



平成２７年度
目標

平成１５年度

国産
７６％

国産
１００％

２４％ ３５％

飼料自給率の現状と目標

平成１８年度
概算

輸入
９０％

国産
１０％

２５％

粗飼料

濃厚飼料
輸入
９０％

国産
１０％

輸入
８６％

国産
１４％

輸入
２４％

輸入
２３％

国産
７７％

飼料全体

国産飼料の生産・利用の拡大に向けて

今後の対応方向

農用地の徹底的活用による

自給飼料生産、作付面積拡大

○ 耕畜連携等による地域単位での飼料生産の拡

大（稲発酵粗飼料、飼料米の作付拡大、稲わらの

飼料利用拡大）

○ 転作水田、耕作放棄地、廃果樹園等の活用

○ 水田裏、緑肥生産農地等の活用

エコフィードの安定的利用体制の整備

○ 改正食品リサイクル法を踏まえた取組支援

○ 地域的な取組の具体化に向けた支援

○ 小規模店の食品残さ資源等の掘り起こし

○ 配合飼料原料としてのエコフィードの

利用拡大

３

○ 国産飼料の現状について



○ 飼料原料を輸入に依存した畜産から、国産飼料に立脚した畜産に転換するため、次のような取組を実施中。
・ 稲発酵粗飼料生産・利用拡大や稲わらの利用拡大、水田放牧の取組
・ 耕作放棄地等への飼料作付や放牧の取組
・ コントラクターやＴＭＲセンターの育成
・ エコフィード等未利用資源の利用推進

輸入飼料に依存し
ない国産飼料に立
脚した畜産の確立

○ 水田の活用（耕畜連携）

・稲発酵粗飼料
・水田放牧
・稲わら

○ 耕作放棄地の活用 (繁殖牛放牧）
・飼料費の節減
・農地の保全
・獣害防止

○ 集約放牧（酪農）
・購入飼料費の節減
（約４割削減）
・労働時間節減
（約４割削減）

○ コントラクター

・収穫労力軽減（日数で約８割軽減）
・生産費用の節減（約４割節減）
・所得の増加（集落事例平均約１割増加）

○ ＴＭＲセンター
・飼料給与時間の短縮（約６割軽減）
・生産乳量の増加
（平均７%増加）
・飼養規模拡大
（約６%増加）

○ エコフィード等未利用資源の利用推進
・飼料原料の多元化
・未利用資源の有効活用（食品残さ・DDGS等）

○ 青刈りトウモロコシの拡大
○ 高位生産性草地への転換

・単収の向上

・生産費用の軽減

水田放牧

稲発酵粗飼料

集約放牧

耕作放棄地放牧

飼料収穫作業

ＴＭＲ調製プラント 青刈りﾄｳﾓﾛｺｼ 食品残さ

○ 国産飼料の生産・利用の取組状況

４
ＤＤＧＳ



北海道（札幌市）、東北（仙台市）、関東（さいたま市）、北陸（金沢市）、

東海（名古屋市）、近畿（神戸市）、中国四国（岡山市）、九州・沖縄（熊本市）

○ 飼料価格の高騰に対応した消費者理解の促進

○ 飼料価格の高騰等の情勢や生産者の生産性向上の取組等について、関係者や消費者に認識や理解を共有してもらうた

めの協議会を設置（5月22日）。

○ 本協議会では、生産者、加工・流通業者、消費者等を構成員とし、理解醸成のための意見交換を行うとともに、当該関係

者による具体的な取組を促進。

○理解醸成協議会の取組

・マスコミ等への情報提供（新聞解説者への説明等）

・ブロック毎の地域協議会の開催

9月から10月始めにかけて8カ所で実施。

５

○生産者団体の取組

○消費者団体の取組

・中央協議会の開催

第1回(5月22日)、 第2回(7月20日)、第3回（10月1日)、

第4回以降（日程検討中）

・消費者向けパンフレットの作成・配布

消費者団体、卸・小売り団体、生産者団体、マスコミ、

都道府県等に配布（１０万部）。

・パルシステム生活協同組合連合会は、

組合員（104.9万人）に対し、穀物高騰

等により、畜産物価格を値上げせざる

を得ない状況について説明した情報紙

を配布。

・全農は、消費者向け広報誌（45万部）に

飼料価格の高騰に伴う畜産物価格の

値上がりについて理解を求める記事を

掲載。

・近畿生乳販連は、８月から酪農の現状

を訴える活動＆消費拡大イベントを実施

し、チラシを会場等で配布。

・中央酪農会議は、酪農をめぐる状況

変化を消費者に発信するための活動を

10月～12月に実施することを決定。

・関東生乳販連は、酪農の現状を紹介

するチラシの街頭配布活動を10月に

実施することを決定。



○ トウモロコシ価格の高騰による諸物価の動き

○ 米国内のエタノール需要の増大等を背景に、トウモロコシの国際価格が高騰し、トウモロコシを主原料とする配

合飼料価格が上昇。

○ トウモロコシの作付拡大により、大豆の作付が減少していることを要因の一つとして、大豆を原料とする食用油

の価格が上昇するとともに、マヨネーズ等他の食品の価格にも波及。

○ 米国では、 トウモロコシ価格の影響等により、畜産物の消費者物価指数の上昇を予測。

・ 平成１９年３月１７日（日本経済新聞）

米国のエタノール需要拡大に端を発してトウモロコシ価格が
高騰。

・ 平成１９年５月１０日（朝日新聞）

トウモロコシを原料とする飼料や大豆油を原料とする食用油

が上昇。食用油が原料のマヨネーズなどの価格も上昇。

・ 平成１９年５月３０日（日本経済新聞）

中国で食用の豚の価格が上昇。トウモロコシなど飼料価格の
上昇が主因。

・ 平成１９年６月２０日（日本経済新聞）

米国食肉大手のタイソン・フーズの１～３月期の牛肉の販売
価格は、前年同期比３％、鶏肉は同９％上昇。

・ 平成１９年７月５日（毎日新聞）

日本ハムは４日、ハムとソーセージ、加工食品の価格を９月１
日から平均で１０％程度値上げすると発表。

・ 平成１９年９月４日（日本農業新聞）、９月５日（日本経済新聞）

「TOKYO X」（東京のブランド豚）の流通組合が枝肉価格を値
上げ。飼料価格の高騰による生産者からの要望をうけたもの。

・ 平成１９年９月１１日（日本経済新聞）

伊藤ハムは10月20日出荷分から、ハムとソーセージ、加工品
を平均10％値上げすると発表。

○米国における消費者物価指数（ＣＰＩ）の推移○世界の諸物価の動き

ＣＰＩ対前年上昇率（％）

２００５ ２００６ ２００７

（予測値）

食 品 2.4 2.4 3.5～4.5

牛 肉 2.6 0.8 3.0～4.0

豚 肉 2.0 -0.2 1.5～2.5

鶏 肉 2.0 -1.8 4.0～5.0

鶏 卵 -13.7 4.9 20.0～21.0

資料：USDA「CPI for Food Forecasts （07年9月24日公表）」

６



配合飼料価格安定制度

の計画的な基金積立等

１ 事業の概要
配合飼料の急激な上昇が、

畜産農家の経営に及ぼす影
響の緩和措置。

（１）「異常補てん基金」の
積立

国と民間の協力のもと
に計画的に「異常補てん
基金」を積立。

（２）「通常補てん基金」の
財源借入への利子助成

「通常補てん基金」の
財源不足時における基金
財源借入に対する利子助
成。

２ 事業実施主体
（社）配合飼料供給安定機構

３ 所要額
５，０００（０）百万円

○ 国際的な穀物価格の上昇に対応するためには、配合飼料価格の安定を図りつつ、国産飼料の生産と利用の一層

の拡大を進めていくことが重要。

○ このため、配合飼料価格安定制度の安定的運用のための財源の確保、緑肥作物の飼料への転換利用、耕作放

棄地の草地利用、水田裏作での飼料作物の作付け、エコフィードの生産・利用の拡大を促進する予算を新たに要求。

粗飼料増産未利用資源
活用促進対策事業(新規)

１ 事業の概要
飼料作物の作付けを緊急

的に促進する観点から、地
域の関係者が連携した取組
を支援。

（１）緑肥の飼料への転換
有効利用されずに鋤込

まれている緑肥作物（ソ
ルゴー、えん麦等）を飼
料へ転換利用する取組に
助成。

（２）耕作放棄地の利用
耕作放棄地を草地とし

て有効活用する取組に助
成。

２ 事業実施主体
都道府県飼料増産推進協

議会

３ 所要額
６０５（０）百万円

国産粗飼料増産対策事業
（拡充）

１ 事業の概要
稲発酵粗飼料の給与実証

や国産稲わらを収集・調製
し安定供給する取組を支援
するとともに、新たに次の
取組を支援。

（１）水田裏作での飼料生産
地域における飼料生産

の中核的担い手であるコ
ントラクター等生産組織
が、水田の裏作として飼
料作物を生産し畜産経営
に供給する取組に助成。

２ 事業実施主体
全国農業協同組合連合会
等

３ 所要額
１，９８９(１，７２２)

百万円

エコフィード緊急増産
対策事業（新規）

１ 事業の概要
短期間にエコフィードの

生産を拡大するための取組
を支援。

（１）エコフィードの生産拡
大

地域の食品残さ飼料化
業者と配合飼料メーカー
が連携してエコフィード
を増産・利用する取組に
助成。

（２）原料の集荷体制の構築
エコフィードの原料の

品質確保に必要な集荷体
制を構築する取組に助成。

２ 事業実施主体
地域協議会

３ 所要額
１，０３０（０）百万円

○ 平成20年度飼料関連対策予算要求

７



（参考） 海外における畜産物価格の推移

○米国における2007年の消費者物価指数（予測値）は、前年に比べ、牛肉が3.0～4.0％、豚肉が1.5～2.5％、鶏肉が4.0
～5.0％、鶏卵が20.0～21.0％、乳製品が7.5～8.5％上昇。

○諸外国（米国、豪州、英国）の牛乳・乳製品価格は、近年上昇傾向にあり、飲用牛乳の場合、直近の価格は前年（年
間平均）に比べ１～２割高い水準。

○米国における消費者物価指数の推移
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21.7012.9715.19生産者乳価（＄/100ﾎﾟﾝﾄﾞ）

4.294.264.38チーズ（＄/ﾎﾟﾝﾄﾞ）

3.062.923.28バター（＄/ﾎﾟﾝﾄﾞ）

3.743.083.19飲用牛乳（＄/ｶﾞﾛﾝ）

2007
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43.033.133.1生産者乳価（豪ｾﾝﾄ/L）

970865832チーズ（豪ｾﾝﾄ/kg）

700638592バター（豪ｾﾝﾄ/kg）

166154144飲用牛乳(豪ｾﾝﾄ/L）

2007
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20062005

資料：USDA 「CPI for Food  Forecasts」
注：2007（予測値）は、2007年9月24日時点。

○諸外国における牛乳・乳製品の価格の推移
米国

資料：米国は、USDA「Agricultural Price」、「Livestock, Dairy and Poultry 
Outlook」、豪州は、ABS「Average Retail Prices of Selected Items」、
ABARE「Australian Commodity Statistics」、英国は、MDC「Retail & 
Consumaer Data-Retail Prices」、DEFRA「United Kingdom Milk 

Prices」
注：豪州の生産者乳価は年度ﾍﾞｰｽ（７～６月）で2006年度は推計値、2007

19.718.018.5生産者乳価（￡/100kg）

524.0484.2467.3チーズ（ﾍﾟﾝｽ/kg）

93.076.377.9バター（ﾍﾟﾝｽ/250g）

134.0108.5109.7飲用牛乳（ﾍﾟﾝｽ/4ﾊﾟｲﾝﾄ）
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